

























































































































てSr = O, Spw=^SwwとおくとY/K―n/sww=ｱz/砂をうることによってこの
ことが判明するからである。またO'Connell〔15〕，〔16〕のケースは（16）で
　　　　　　　　　　　　　　－143（80）－
Spw―Swwとするとえられるから，われわれの帥はO'Connell〔15〕，〔16〕よ
りより一般的な反パシネッティ定理を導出したものであると云える。
　Z=P/Y=戸/瓦･Ｋ/Ｋ･K/Y=ｒｓ[ｎ（ここでｓ＝平均貯蓄性向<1 P=r/C=
総利潤とする。）であるからｒ2は次のように書き改められる。
　ここでj＝れ:如ｗ一政ｗ)十SSrCI一如ｗ)である。
　前述の如くSr = Oのとき，すなわち利潤がすべて配当として分配される
とき，叫はｒl＝万万ｃとなるが，この利潤率に関する表現は，二階級経済の
場合においてパシネッティによって1962年に導かれたものであり，パシ
ネッティの定理として著名であることはこれまでに述べてきた通りである。
　二階級あるいはパシネッティ恒常状態は斟が正であり，そして一定率
　(n)で成長しつづけており，それゆえ斟/瓦＞Oでありそして時間を通じ
て一定である状態と定義される。
　(8)と㈲よりKc/K ＼X恒常状態では一定となることが分かる。
　(5)，(11)，㈲から
が導かれる。
　次に(5)を念頭におき，佃に㈲あるいは(16')を代入すると
をうる。
　　　　　　　　　　　　　―142 (81)―
二階級恒常状態は(19)式によってただちに除外されることになる。
㈲と㈲が経済的意味をもつためには
でなければならない。
　この条件は㈲，帥，㈲，㈲から次の式と同値であるといえる。
条件m, (20')からKw/K< 1が導かれて。　Ｋｃ/Ｋは非負となる。
が成立するときには，資本家階級の生き残りの条件すなわちＫｃ/Ｋか正か
つ一定であるということは保証されなくなる。
が妥当する場合には，斟は正であり，一定率（n）で成長することにな
り，はっきり二階級の存在が保証される。
があてはまる事態は反パシネッティの定理の事態であり，不等号は弱い意
味の不等号になっているから，境界条件卸を含んでいるゆえ，すべての資
本は労働者に属するものとなる。
　５．む　す　び
　以上われわれはきわめて一般的な貯蓄関数を前提として，二階級経済に
おけるパシネッティ定理および反パシネッティ定理をめぐる問題を検討し
てきたのであるが，この問題についての今後究明すべきと考えられる若干
　　　　　　　　　　　　　　－141（82）－
の課題について述べてむすびとする。それは次の如くである。
　(1)資本財生産部門と消費財生産部門の二部門からなる経済においてはパ
シネッティ定理および反パシネッティ定理はどのように表わされるであろ
うか。
　(2)公共部門の存在すなわち課税の問題を考慮した場合，二階級経済はど
のような影響を受けるであろうか。
　(3)最近の内生的経済成長理論と二階級経済モデルとの関連はどうであろ
うか。
-140 (83)-
－139（84）－
－138（85）－
